
宮城県有機ＪＡＳ認証等取組拡大支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨）  

第１ 県は、有機農業を中心とした環境負荷低減活動の取組を推進するため、予算の範囲内

において、宮城県有機ＪＡＳ認証等取組拡大支援事業補助金（以下「補助金」という。）

を交付するものとし、その交付等に関しては、補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規則

第３６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（交付対象等） 

第２ この補助金の交付対象となる事業内容、事業実施主体、交付単価は別表のとおりとし、

予算の範囲内において交付するものとする。ただし、算出された補助金の金額に千円未満

の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

 

（交付の申請及び実績報告） 

第３ 規則第３条第１項の規定による交付申請書及び規則第１２条第１項の規定による実

績報告書の様式は、交付申請書兼実績報告書（別記様式第１号）によるものとし、その提

出期限は知事が別に定める日とする。 

２  規則第３条第２項の規定により交付申請書に添付しなければならない書類は、次のと

おりとする。 

（１）事業計画（実績）書（別記様式第１号の１） 

（２）暴力団排除に関する誓約書（別記様式第１号の２） 

（３）納税証明書（県税） 

（４）その他知事が必要と認める書類 

３ 交付申請は、規則第１２条に規定する実績報告を兼ねるものとする。 

 

（交付の決定及び額の確定）  

第４ 知事は、第３の規定により交付申請書兼実績報告書の提出があったときは、その内容

を審査し、補助金を交付することが適当と認めるときは、補助金の交付を決定し、その旨

を申請者に通知するものとする。 

２ 知事は、前項の決定をする場合において、必要に応じ条件を付することができる。 

３ 知事は、前２項の規定による審査の結果、補助金を交付することが不適当と認めるとき

又は予算上の理由等により補助金を交付することができないときには、書面により申請

者に通知するものとする。 

４ 交付決定は、規則第１３条に規定する額の確定を兼ねるものとする。 

 

（交付の条件）  

第５ 規則第５条の規定により付する条件は、次のとおりとする。  

（１）補助事業者は、規則、要綱及びこれに付した条件に従い、善良なる管理者の注意を

もって補助事業を行うこと。 

（２）補助事業者は、知事が補助金の交付業務の適正かつ円滑な運営を図るために、必要

に応じて報告を求め、又は現地調査等を行おうとするときは遅滞なくこれに応じる



こと。 

（３）補助事業者は、次のいずれかに該当し、補助金の交付決定が取り消され、補助金の

返還が命じられた場合、遅滞なくこれに応じること。 

ア 補助事業に関して、虚偽の申請等の不正、報告の遅延等の怠慢その他不適当な行為

をしたとき。 

イ 暴力団排除に関する誓約事項に違反したとき。 

２ 知事は、補助金の交付の目的を達成するために必要があると認めるときは、前項に掲げ

るもののほか、必要な条件を付すことができる。 

 

（補助金の交付方法）  

第６ 補助金は、規則第１３条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。 

 

（取組状況報告） 

第７ 知事は、必要に応じて補助事業者から補助事業実施後の状況等について報告を求め

ることができる。 

 

 （補助金の返還等） 

第８ 知事は、補助事業者が次のいずれかに該当する場合には、交付決定を取り消し、補助

金の返還を命じることができる。 

（１）補助事業に関して、虚偽の申請等の不正、報告の遅延等の怠慢その他不適当な行為

をしたとき。 

（２）暴力団排除に関する誓約事項に違反したとき。 

（３）補助事業に関して、交付の決定の内容又はこれに付した条件その他規則又はこれに

基づく知事の処分に違反したとき。 

（４）その他知事が必要と認めるとき。 

 

（補助金の経理） 

第９ 補助事業者は、補助対象事業等に関する帳簿及び書類を備え付け、これを補助事業等

の完了又は廃止した年度の翌年度から５年間保存しなければならない。 

 

（その他） 

第１０ この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関して必要な事項は、別に定める。 

 

 

 

附 則 

１ この要綱は、令和８年１０月２０日から施行する。 

 

２ この要綱は、次年度以降の各年度において、当該補助金に係る予算が成立した場合に、

当該補助金にも適用するものとする。 



別表（第２関係） 

事業内容 

（交付単価） 

・有機食品の検査認証制度（以下「有機 JAS 認証」という。）又はみや

ぎの環境にやさしい農産物認証・表示制度（以下「県認証」という。）

の面積拡大等に取り組む農業者への助成を目的として、以下（１）から

（３）の支援を行う。 

 

（１）【県認証新規登録支援】 

（交付単価：20,000 円/10a、2,000 円/1a、上限 100,000 円） 

・慣行栽培から新規に県認証に取り組む場合、新規取組面積に応じた

経費を助成する。 

・令和５年４月１日以降、県認証を一度も受けていない事業者を対象

とする。 

 

（２）【面積拡大支援】 

（交付単価：10,000 円/10a、1,000 円/1a、上限 100,000 円） 

・有機ＪＡＳ認証面積を前年度から拡大する場合、拡大面積に応じた

経費を助成する。 

・県認証面積を前年度から拡大する場合、拡大面積に応じた経費を助

成する。 

 

（３）【ステップアップ支援】 

（交付単価：5,000 円/10a 500 円/1a、上限 100,000 円） 

・県認証④区分から②、③および①区分へのステップアップを行う場

合、栽培面積に応じてほ場管理における除草等のかかり増し経費を助

成する。 

・県認証②および③区分から①区分へのステップアップを行う場合、

栽培面積に応じてほ場管理における除草等のかかり増し経費を助成す

る。 

・県認証①区分に２年以上取り組み、有機 JAS 認証取得へのステップ

アップを行う場合、栽培面積に応じてほ場管理における除草等のかか

り増し経費を助成する。 

 

※県認証における４つの区分とは以下を指す。 

・県認証①区分：農薬・化学肥料不使用栽培農産物 

・県認証②区分：農薬不使用・化学肥料節減栽培農産物 

・県認証③区分：農薬節減・化学肥料不使用栽培農産物 

・県認証④区分：農薬・化学肥料節減栽培農産物 

 

※本事業におけるステップアップとは以下を指す。 

・前年度県認証④区分から今年度①、②または③区分への移行 

・前年度県認証③区分から今年度①区分への移行 

・前年度県認証②区分から今年度①区分への移行 

・前年度県認証①区分から今年度有機 JAS 認証への移行 



※交付申請における注意点は以下のとおり。 

【共通事項】 

・（１）～（３）のうち、いずれかのメニューを選択して申請すること

とし、重複申請は不可とする。 

・令和８年 4月 1日から令和９年２月末日までに県認証および有機 JAS

認証にかかる総費用の支払いが完了しているものを申請対象とする。

（県認証の現地確認経費または有機 JAS 認証登録にかかる総費用の支

払いが完了していない場合は対象外とする。） 

・事業計画（実績）書に記載する面積については、小数第２位まで記載

可能とし、小数第３位以下は切り捨てとする。 

 

【（１）県認証新規登録支援および（２）面積拡大支援について】 

・１事業者（１団体）あたり土地利用型作物区分（水稲、大豆、麦等）、

園芸作物区分（露地・施設野菜、果樹等）のいずれかを選択する。 

・申請に当たっての下限面積は、土地利用型作物区分 30a（団体認証１

ha）、園芸作物区分 5a（団体認証 15a）とする。 

・同一区分内で他品目を加算して申請することは可とするが、別区分

の他品目を加算して申請することは不可とする。 

 

〇可の例 

園芸作物区分（コマツナ 3a、きゅうり 2a）計 5a の面積拡大 

×不可の例 

土地利用型作物区分と園芸作物区分（水稲 27a、コマツナ 3a） 

計 30a の面積拡大 

 

【（３）ステップアップ支援について】 

・ステップアップ後の面積を申請対象とし、申請にあたっての下限面

積は区分・品目・団体認証等を問わず 10a とする。 

事業実施主体 

 

下記の（１）から（６）までのいずれかであって、（ア）、（イ）の要

件を全て満たす者。また、暴力団排除に関する誓約書を遵守する者。 

（１）農業者 

（２）農事組合法人 

（３）農事組合法人以外の農地所有適格法人 

（４）特定農業団体 

（５）農業協同組合 

（６）その他農業者が組織する団体（代表者を定め、組織及び運営につ

いて規約を定めている団体に限る。） 

（ア）県内に在住、県内に本店又は支店（営業所）を有すること。 

（イ）全ての県税に未納がないこと。 

補助率 定額（上限額 100 千円） 

事業対象期間 令和８年 4 月 1 日から令和９年 2 月末日まで 



別記様式第１号（第３関係） 

 

令和 年度宮城県有機ＪＡＳ認証等取組拡大支援事業補助金交付申請書兼実績報告書 

 

年  月  日 

 

 

宮城県知事      殿 

 

 

申請者住所 

 

氏名又は名称及び代表者名 

 

 令和 年度において、宮城県有機ＪＡＳ認証等取組拡大支援事業補助金交付要綱第３の規定により、宮

城県有機ＪＡＳ認証等取組拡大支援事業補助金金       円を交付されるよう関係書類を添えて

申請します。 

 

 

 

 添付書類 

１ 事業計画（実績）書（別記様式第１号の１） 

２ 暴力団排除に関する誓約書（別記様式第１号の２） 

３ 納税証明書（県税）原本 

４ その他知事が必要と認める書類 

  【有機 JAS 認証の場合】 

（１）有機ＪＡＳ認証書および判定結果通知書等の写し 

（２）前年度の有機ＪＡＳ認証面積を証する資料（取組品目、認証日、認証ほ場面積が確認できる資料） 

（３）当年度の有機ＪＡＳ認証面積を証する資料（取組品目、認証日、認証ほ場面積が確認できる資料） 

（４）支払に関する資料（請求書、領収書又は金融機関の振込依頼書の写し等） 

  【みやぎの環境にやさしい農産物認証登録（県認証）の場合】 

 （１）みやぎの環境にやさしい農産物認証通知書の写し 

 （２）支払に関する資料（領収書、納入通知書の写し等） 

    ※みやぎの環境にやさしい農産物認証登録の面積については、前年度および当年度同時期に提

出された「実績報告書」により県が登録面積の確認を行う。 

 

 振込先 

  口座：〇〇銀行〇〇支店  普通 ・ 当座  口座番号 〇〇〇〇〇〇〇 

  口座名義人：〇〇〇〇〇 （ﾖﾐｶﾞﾅ：〇〇〇〇〇〇〇〇） 



別記様式第１号の１（第３関係） 

 

令和 年度宮城県有機ＪＡＳ認証等取組拡大支援事業計画（実績）書 

 

 

１ 取組メニュー 

 次のうち申請を行うものに１つ「〇」印を記載願います。 

取組内容 記載欄 

（１）県認証新規登録支援  

（２）面積拡大支援  

（３）ステップアップ支援  

 

２ 取組区分および前年度比【※（１）および（２）の場合記入】 

次のうち該当するものに１つ「○」印を記載願います。 

取組区分 前年度比 記載欄 

（ア） 土地利用型作物（水稲、大豆、麦等） 30a 以上（団体認証：1ha 以上） 

新規登録した。 
 

（イ） 土地利用型作物（水稲、大豆、麦等） 30a 以上（団体認証：1ha 以上） 

面積拡大した。 
 

（ウ） 園芸作物（露地・施設野菜、果樹等） 5a 以上（団体認証：15a 以上） 

新規登録した。 
 

（エ） 園芸作物（露地・施設野菜、果樹等） 5a 以上（団体認証：15a 以上） 

面積拡大した。 
 

 

３ 有機ＪＡＳ認証および県認証の内容【※（１）または（２）の場合記入】 

品目 

有機ＪＡＳ認証取得および県認証登録面積 認証機関

名称 

※県認証

の場合は

宮城県 

区分 

・有機 JAS 認証 

・県認証登録①

②③④ 

前年度 

認証 

登録面積 

（a） 

当年度 

認証 

登録面積 

（a） 

令和８年度 

拡大面積 

（a） 

例）水稲 県認証登録① 100a 150a 50a 宮城県 

  a a a  

  a a a  

 

 

 

 



４ ステップアップの内容【※（３）の場合記入】 

品目 
前年度認証 

登録区分 

前年度 

認証登録面積 

（a） 

今年度認証 

登録区分 

今年度 

認証登録面積 

（a） 

例）水稲 県認証① 300a 有機 JAS 認証 300a 

     

     

 

５ 事業費及び補助金交付申請額 

取組内容 交付単価 
取組面積 

（a） 
交付申請額（円） 

（１）県認証新規登録支援 20,000 円/10a、2,000 円/1a   

（２）面積拡大支援 10,000 円/10a、1,000 円/1a   

（３）ステップアップ支援 5,000 円/10a、500 円/1a   

※（１）から（３）のいずれも交付申請額の上限は 100,000 円となります。 

※交付申請額は 1,000 円未満切り捨てとなります。 

 

６ その他 

 誓約事項を確認し、相違ない場合は「□」に「✓」を記載願います。 

誓   約   事   項 

□ 上記の申請内容に相違ない。 

□ この補助金と重複して、他の補助金等を受けていない。 

□ この補助金に係る申請及び支出の証拠書類を適切に整備保管する。 

□ 
今後も有機ＪＡＳ認証ほ場面積の拡大を目標として、環境負荷低減に向けた生産活動を続ける意

向がある。 

□ 暴力団排除条例（平成 22 年宮城県条例第 67 条）に規定する暴力団又は暴力団員ではない。 

□ 県税に未納がない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式第１号の２（第３関係） 

 

暴力団排除に関する誓約書 

 

申請者、申請者の役員又は申請者の法定代理人は、下記１及び２のいずれにも該当せず、また、将来に

おいても該当しないことを誓約します。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方

が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。また、貴職の求めに応じ、当方の役員名簿

（役職名、氏名及び生年月日の一覧表）を警察に提供することについて同意します。 

 

記 

１ 補助事業者として不適当な者 

（１）暴力団（暴力団排除条例（平成 22 年宮城県条例第 67 号）第２条第２号に規定する暴力団をい

う。以下同じ。）又は暴力団員等（同条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）

であるとき 

（２）事業者（暴力団排除条例第２条第７号に規定する事業者をいう。以下同じ。）の役員等（個人で

ある場合はその者、法人その他の団体である場合は役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又

はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該

団体に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有す

るものと認められる者を含む。)をいう。以下同じ。）が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を

図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしてい

るとき 

（３）事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

（４）事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用するなどし

ているとき 

（５）事業者の役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

２ 補助事業者の相手方として不適当な行為をする者 

（１）暴力的な要求行為を行う者 

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

（４）偽計又は威力を用いて補助事業を担当する県職員等の業務を妨害する行為を行う者 

（５）その他前各号に準ずる行為を行う者 

 

宮城県知事        殿 

 

  令和  年  月  日 

 

              申請者住所 

 

              氏名又は名称及び代表者名 

 

 

 

 

 

 

 



（参考様式）（第７関係） 

 

令和 年度宮城県有機ＪＡＳ認証等取組拡大支援事業に係る取組状況報告 

 

年  月  日 

 

 

宮城県知事      殿 

 

 

申請者住所 

氏名又は名称及び代表者名 

 

 

令和 年度に実施した宮城県有機ＪＡＳ認証等取組拡大支援事業について、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

有機ＪＡＳ認証および県認証登録取組状況 

年度 経営面積（全体） 
うち有機ＪＡＳ

認証取組面積 

うち県認証登録 

取組面積 

有機ＪＡＳ認証および県認証登録 

取組品目 

補助事業年度(事業実施前) 
（令和 年度） a a a  

補助事業年度の翌年度 

（令和 年度） a a a  

２年後 

（令和 年度） a a a  

３年後 

（令和 年度） a a a  

 


